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独立後インドの経済思想(2)
－ヴァキルーブラマナンダの「賃金財」アプローチー
絵所秀紀
はじめに
第二次五カ年計画の策定にあたって，「ネルーーマハラノビス開発戦略」
に唯一対抗しえた現実性のある開発戦略はヴァキルーブラマナンダが提唱
した「賃金財」アプローチであった（Bhagwati＆Chakravartyl969)。
ヴァキル（CNVakil）は1895年生まれ，ＬＳＥ（LondonSchoolofEco‐
nomics）で修士号を取得した後に（指導教授はエドウイン・キャナン)，
ただちにボンベイ大学の助教授（1921年）となり，２７年に教授に昇格，
その後５６年までボンベイ大学の経済社会学部長（BombaySchoolof
EconomicsandSociology）を勤めた（Brahmanandal997)。今曰にい
たるまでインド・エコノミストの間で「ボンベイ・スクール」の名が記憶
されているのは，なによりもまずヴァキルの仕事のたまものである。ボン
ベイ大学は1922年イギリス人によって設立されたもので，「ボンベイ経済
社会学部」という名称はＬＳＥを意識的に模したものであった。
1．「経済学者パネル」での批判と提案
第二次五カ年計画の策定にあたって，インド政府は計画委員会の下に
21名にのぼる「経済学者パネル」を設置した（絵所1999)。この２１名の中
にはボンベイ大学あるいはボンベイとつながりのあるエコノミストが数多
２ 
く含まれていた。たしかに経済学者パネルに参加したボンベイ大学の教授
はヴァキルとラクダワラ(DTLakdawala)の２名にすぎなかった。しか
し当時計画委員会調査プログラム委員会（ResearchProgrammesCom
mittee）のメンバー＝セクレタリーであったダントヮラ（MLDantwala）
は，やがてヴァキルを継いでボンベイ大学経済社会学部長になったし（ダ
ントワラの次の学部長はラクダワラ，そのつぎはブラマナンダである)，
また計画委員会経済局長および経済学者パネルのセクレタリーを勤めてい
たアンジャリア（ＪＪ・Anjaria）はヴァキルの教え子であり(1)，さらにデ
リー大学経済学部（DelhiSchoolofEconomics）学部長であったラオ
(ＶＫ・ＲＶ､Ｒａo）も，学士号・修士号ともにヴァキルの指導の下でボン
ベイ大学から取得した「ボンベイ学派」の一人であった（Mishral99a
pp21-22;Byresl998a,ｐ28)。またパネルにはボンベイに拠点を置くイ
ンド準備銀行（ReserveBankoflndia）から理事のジョシ（J・VJoshi)，
経済顧問のマダン（ＢＫ､Madan)，銀行局長のサヴカール（,.Ｓ､Savkar）
の３名が，さらにボンベイのシデナム・カレッジ（SydenhamCollegeof
Commerce）校長のムランジャン（SKMuranjan）が参加していた。
ムランジャンにはヴァキルとの共著『インドにおける通貨と物価』（1926
年出版）がある。
第二次五カ年計画の方向を支配したのは「デリー＝カルカッタ枢軸」で
あったが，1950年代中葉に至るまでボンベイは「インドにおける経済学
の教育・研究の中心地」であった。ヴァキルたちが経済学者パネルに提出
したペーパーは，いわばボンベイ・グループを代表するものであり，マハ
ラノビス・グループの開発戦略（｢デリー＝カルカッタ枢軸｣）に対する最
も強力な対抗案であった（Desail998)。
経済学者パネルにヴァキルは３つのペーパーを提出した。「インド工業
の設備能力と現在の生産水準」（Vakill955）と，ブラマナンダとの共著で
ある「第二次五カ年計画における投資パターン」（Vakil＆Brahmananda
l955a）および「より大胆な計画の制度的含意」（Vakil＆Brahmananda
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1955b)である。またヴァキルを通じてブラマナンダ(PRBrahmananda）
の「経済計画における資本産出高比率」（Brahmanandal955)，デサイ
(Ｍ・BDesai）の「より大胆な計画の制度的含意：農業」（Desail955）
およびクリシュナムルティ（BVKrishnamurthil955）の「公共部門と
民間部門」（Krishnamurthil955）と題するペーパーが提出された。ブラ
マナンダもデサイもクリシュナムルティも経済学者パネルのメンバーでは
なかった。
「第二次五カ年計画における投資パターン」では，まず第一次五カ年計
画に対する批判の要点が述べられている。ヴァキルーブラマナンダの批判
は，第一次五カ年計画では「資本財産業の発展に対して相対的に低い優先
度」しか与えられなかったというものである(2)。ここだけとりだして読む
と，彼等のスタンスはマハラノビスと変わらないように見える。しかしマ
ハラノビスとの相違は資本財産業の位置付けである。マハラノピス（ある
いは計画委員会）が提唱しているのは「重工業の無差別な拡大」であるが，
彼らが提唱したのは「農業を補助する資本財産業あるいは重工業（heavy
industries/capitalgoodsindustriesancillarytoagriculture)」の発
展（具体的には灌概および多目的プロジェクトの建設）である。その理由
は，「増加する人口の需要を満たすための農業の市販余剰が継続的に増加
しうるのは，資本財産業を通じてだけ」であるためである。彼らによると，
｢インド経済の中心問題は工業部門の緩慢な雇用増加」であり，それは
｢食糧の市販余剰の供給量が緩慢にしか増加しない」ためである。つまり
工業部門の拡大と食糧の市販余剰の拡大とは相互に補完的な関係にある。
したがって長期的な観点から貧困問題と失業問題を解決するためには，２
つの努力が不可欠であるということになる。第一は「農業基盤の拡大」で
あり，第二は食糧の市販余剰を効果的に使用するような「工業の組織的な
機構」の創出である。これらの点を無視した工業化は，一方で工業化率が
緩'慢でありながら，同時に他方では過剰設備がみられるということにな
る。需要を考慮に入れない重工業化は問題の解決にはならないという結論
４ 
である(3)。
彼らはまた，重工業の成長は消費財産業の成長と歩調があっていなけれ
ばならないと論じた。なぜならば，さまざまな消費財に対する最終需要は
究極的には食糧の市販余剰の量とその供給を支配する条件に依存している
からである。すなわち，重工業生産物に対する需要は消費財に対する需要
から派生したものであり，さらに消費財に対する需要は究極的には食糧等
の「賃金財」から派生したものである。つまり重工業の発達を間接的に支
配しているのは農業基盤の成長である。消費財に対する需要圧力は小規模
工業および家内工業の発達によって満たされなければならない，と論じた。
以上のような認識に立って，ヴァキルたちは４点にわたって「第二次五
カ年計画における投資パターン」に関する提案をした。すなわち，(1)農業
を補助する重工業により大きな重点がおかれるべきである，(2)輸出市場向
けの消費財産業の大幅な拡張が必要である，(3)小規模工業および家内工業
が奨励されるべきである，(4)経済開発計画は雇用拡大と相関したものでな
ければならない。農業の改善を伴うような資源使用は自動的に消費財産業
の拡張をもたらし，その結果雇用が拡大する。
ヴァキルによる「インドエ業の設備能力と現在の生産水準」ペーパーは，
工業部門における過剰生産能力の現状分析とそれに基づいた消費財産業の
推進勧告である。ヴァキルは，はたして工業金融を拡大するだけで工業化
はもたらされるのか，また工業化がはじまるならば十分な市場や生産能力
の有効な利用といった問題は自動的に解決できるのか，という問題設定を
した。そして生産能力の利用度（稼動率）を示した表を掲げて（表1)，５２
年から５３年にかけて，ほぼ半数の産業で生産能力の利用度が50％を下回っ
ていることに注意を向けた。その理由は，一定の産業においては「技術の
不分割性」があるためである。またインドのような福祉国家では，生産財
はそれ自身で望ましいわけではない。国家の目標は速やかに消費財産業を
促進することであると論じた。
ヴァキルーブラマナンダによる「より大胆な計画の制度的含意」は５つ
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表１生産能力利用度によって分類された産業数
５ 
呂 業
津産能力利用度
１９４６１９４７１９４８１９４９１９５０１９５１１９５２ 
25％未満
25％～50％ 
50％～75％ 
75％以上
合計
注：括弧内の数値は％・
出所：Vakill955．
の付録がついたもので，パネルに提出した３つのペーパーの中では計画委
員会案に対する最も激しい批判といくつものユニークなアイデアが展開さ
れたものである。彼らは「重工業と大幅な規制と組織化およびソ連の経験
から得られた係数と諸関係を使用したアプローチ」は「インドの現実から
遠く離れたもの」であり，また「インドで支配的な言論からずれたもの」
であるとの基本認識を示した(4)。その上で，以下のような諸提案をした。
（１）政府は一つの営業組織体（acommercialconcern）として機能す
べきである。営業・行政の分野で政府は民間部門の援助を仰ぐべきで
ある。
（２）長期的にみて支配的な組織形態は小規模な民間企業であろう。小規
模な民間企業が速やかに成長することのできるインセンティブを作り
出す必要がある。
（３）農村部門からの貢献を促す適切な課税を工夫する必要があるし，ま
た課税機構よりも価格制度を利用するほうが高い効果が得られる。そ
のためには政府の取引組織（tradinginstitutions）ネットワークの
形成と適切な政策が必要となる。どのようにすれば食糧の市販余剰を
６ 
拡大することができるかという点が中心問題であり，この問題の核心
は適切な組織が形成できるかどうかの問題である。
(4)それぞれの異なった地域の中で利用可能な貯蓄を動員し，こうした
貯蓄の一部をそれぞれの地域に直接利益をもたらすような投資に利用
するような，地域計画体を設立する必要がある（分権化の提唱)。
(5)より重要な問題は，農村地域における余剰労働力を動員すること，
およびそうした労働力を資本形成に導くような活動分野に転換するこ
とである。雇用の可能性を決定するのは潜在的に利用可能な食糧およ
びその他賃金財の市販余剰の量である。ここでも重要なことは組織の
問題である。
(6)最重要な問題は雇用問題である。失業は教育を受けた都市中産階層
にとっては差し迫った問題である。
(7)生活水準の大きな格差は好ましくない。相対的に裕福な階層の消費
および投資は制限されなければならない。現下のインドで必要とされ
ているのは「社会の革新（socialinnovation)」であり，そのために
は適切なリーダーシップが必要である。
2．その他の「ボンベイ・スクール」のペーパー
ここでは経済学者パネルに提出されたその他の「ボンベイ・スクール」
のペーパーを簡単に紹介しておきたい。
クリシュナムルティの「公共部門と民間部門」と題するペーパー
(Krishnamurthil955）は，公共部門の役割を限定せよと訴えたものであ
る。その主張は，(1)公共部門は社会的間接資本（インフラ部門）と社会福
祉（学校，病院等）に集中すべきである，(2)公共部門は，民間部門がまだ
育っていない分野（公共部門が入り込む余地のある分野）に参入すべきで
ある。(3)政府は，（a)家内工業および小規模工業を育成するために農村およ
び準都市地域で適切な組織づくりを助成する，（b)資本市場および銀行制度
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を乱すことなく，貯蓄の動員と信用供与を目的とした金融機関を設立すべ
きである，に要約される。彼は，第一次五カ年計画の進捗状況報告（Pro‐
gressiveReport）を参照しながら，公共部門よりも組織民間部門のほう
がより良好な成績をあげたことに注意を向けている。「もっとも述べるの
に価するのは綿工業である。1953～54年の年間生産は計画の目標をはる
かに超えた｣。その他，セメント産業，TISCO（タータ鉄鋼）による鉄鋼
近代化・拡張計画も満足のいく成績をあげた。いずれも組織民間企業によ
る成果である。公共部門の役割は「民間部門を助ける」ことにあるという
主張である。
デサイは「より大胆な計画の制度的含意：農業」ペーパーを提出した
(Desail955)。彼の提案は，次のようなものであった。
（１）インドの農業問題を解決するためには非農業農村部門および都市部
門をも考慮に入れなければならない。西欧の工業化の歴史を振り返っ
てみると，産業革命とそれと同時に起こった雇用機会の増加が農業経
済の安定をもたらしたことがわかる。
（２）増大する膨大な農産物需要および工業進歩のために必要とされる農
業原材料という双方の観点からみて，農業生産`性の速やかな改善が必
要である。長期的にみると，農産物輸出が主要な外貨獲得源になるで
あろう。
（３）農村地域の消費を改善するためには家畜の飼育，酪農，果樹園等の
農業補助的な職種に適切な注意を払う必要がある。
（４）小規模灌慨は労働集約的であり，地域住民の参加が期待でき，多く
の雇用機会を創出することができる。大規模灌慨および多目的ダム・
プロジェクトを選好すべきか否か，検討する余地がある。
（５）協同村落経営（CooperativeVillageManagement）は限られた投
資で顕著な成果があがる理想的な制度である。
ダントワラのペーパーは「第二次五カ年計画における土地改革の制度的
含意」（Dantwalal955）と題するもので，土地改革の遂行を促したもの
８ 
である。「インドの農業構造は土地所有の観点（社会的正義）およびその
実施（耕作単位の規模）の双方において欠陥がある｣。したがって生産性
の向上（効率）および所得分配の改善（社会的正義）という目的を達成す
るためには，土地改革が必要だという主張である。
インド準備銀行のマダンは，「第二次五カ年計画の資源動員に関する問
題」ペーパーを提出した（Madanl955a)。彼もまた，公共部門と民間部
門との境をどこに置くべきかという問題を取り上げた。すなわち，どの程
度公共部門の直接投資に依存すべきであり，どの程度民間部門の投資を刺
激したらよいのか，また公共部門企業が責任を負うべき範囲はどこまでな
のか，といった諸問題である。無差別な公共部門の拡大には賛成しがたい
という見解である。また投資資金の調達に関しては，政府借り入れに依存
するのではなく，課税に依存すべきであると論じた。「需要を維持し，そ
れによって民間部門の拡大を刺激する」経済発展を目指すべきであるとい
う立場である。さらに，インフレ圧力を回避して投資支出を拡大するため
には農業の発展が必要であり，消費財産業の発展を促す必要があると訴え
た。「とりわけ一例をあげるならば，（第二次五カ年計画のプランフレーム
では）工場生産綿繊維の国内消費に対して資金手当ての増加が欠如してい
ることは，非現実的である」と批判した。その後まもなくマダンは「計画
フレーム草案批判」という一文を発表した（Madanl955b)。そこでの批
判点は，次の３点であった（Hansonl966,ｐｐ,128-129)。
（１）失業問題に対するマハラノビスのアプローチは「短期的」であり，
失業問題解決策として農村工業に強調点を置いたことは誤りである。
「分散された工業（decentralisedindustry）が，社会経済的観点か
ら望ましくかつ経済競争で成功できるためには，電力と機械によって
技術的に支えられていなければならない。技術が停滞したままでの分
散化は後ろ向きの政策であり，経済の発展ではなく経済の反動をもた
らすであろう｣。
（２）インフレを阻止するためには消費財生産の大幅な拡張が必要である。
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（３）計画フレームでの，新規投資から得られる生産性の増加に関する推
計は非現実的である。
土地改革の必要性を訴えたダントワラのペーパーを別にすれば，いずれ
のペーパーも公共部門の役割を限定すべきであり，農業と消費財産業をもっ
と重視すべきであると主張したものである。
最後に，ブラマナンダの「経済計画における資本産出高比率」（Brahma‐
nandal955）を紹介しておこう。このペーパーは，ボンベイ・スクールが
提出したペーパーの中で唯一理論的な内容をもったものであった(5)。この
ペーパーは，経済計画で使用されている資本産出高比率（capital-output
ratio）の意味とその限界を明らかにしたものである。「資本産出高比率
(あるいは資本係数)」という概念はハロツドードーマーの成長モデルで提
出されたものである。周知のようにハロッドの基本方程式は，（１）式のよ
うにあらわされる。
ｇ＝ｓ/ｃ （１） 
（ただし，ｇは国民所得の成長率，ｃは資本産出高比率，ｓは貯蓄率）
（１）式から明らかなように，ｃが小さければ小さいほど，またｓが大き
ければ大きいほどｇは大きくなる。ブラマナンダは，（１）式ではタイムラ
グが考慮されていないことに注意を向けた。年間の労働，設備，および建
設機材に対する資本支出の平均単位をｅとし，またｇを資本設備の建設期
間とする。また時間当りの利子率をｊとすると，資本支出総額Ｃは(2)式
のようになる。
Ｃ＝（e×g)＋(ｊ×g）（２） 
（２）式から明らかなように，ｇが長ければ長いほど，また』が高ければ
高いほど，Ｃは大きくなる。つまり建設期間を短くすれば，それだけ資本
支出は少なくてすむことになる。
次に，ブラマナンダは資本算出高比率が必ずしも資本の生産性を計測す
る正しい手法ではないという点を指摘した。資本の生産性は，設備の耐久
年数，生産諸要素の価格，技術変化の可能性等に依存する。国民経済的観
10 
点から見たとき，「資本コストは高いが資本の耐久年数も高い」ケースと
｢資本コストは安いが資本の耐久年数も低い」ケースのどちらを選択すべ
きかを決定するにあたって，ただ単に資本産出高比率が低いから最も生産
的であるという結論を導き出すことはできない。さらに投資に関する選択
を決定するにあたって，重要な点は異なったプログラムの資本効率である。
算出すべきは異なった資本投資の純収益率である。資本産出高比率が低い
からといって，収益率が高いとは言えない。
また資本産出高比率を経済成長の推計に使用する場合，以下の諸点に留
意すべきであると指摘した。
（１）いかなる経済にとっても，特定の資本産出高比率は支配的な経済組
織と生産される産出物の型に依存している。
（２）長期計画を考える場合，資本産出高比率を一定と仮定することはで
きない。資本産出高比率を一定と仮定するためには，生産能力の利用
度（稼動率）が一定であること，利子率および生産過程の中で生産諸
要素の雇用に影響を与える諸条件に変化がないこと（賃金率一定)，
また資本と労働の結合に困難がないこと，さらに技術変化がないこと
といった条件が必要である。
（３）将来の経済計画をたてるためには，長期にわたる過去の経験から得
られた実行可能な最適資本産出高比率を見出す必要がある。
ここでブラマナンダはソ連の経験に眼を向けた。ソ連の計画化は「驚く
べきほどに低い」資本産出高比率の下で遂行された。彼によると，その理
由は新しいプランニング技法によるものでも，プランニングのプログラム
それ自身によるものでもなかった。そうではなく，権威主義的な国家によっ
て投資財部門での労働者の賃金が極端に低く抑えられたことによる。ソ連
と同じ資本産出高係数がインドでも可能であると想定することは，「非科
学的であり，非現実的である｣。ソ連と同様の低い資本産出高比率を実現
しようとすれば，労働者の生活水準の悪化は避けられないであろうと論じ
た。
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またブラマナンダは，特定の資本産出高比率を使用する成長モデルに疑
問を呈した。この成長モデルは「固定資本」を強調したものだが，「流動
資本」にも注意を向けるべきであると論じた。すなわち賃金財の利用可能
Ｉ性が重要であるとした。そして「インド経済の進歩を阻んでいるものは固
定資本の不足でも，技能労働者の不足でもない。長期の進歩を阻んでいる
ものは賃金財供給量の不足である」と結論した。
3．『拡張しつつある経済のための計画』
経済学者パネルでのヴァキルーブラマナンダの第二次五カ年計画に対す
る批判は，まもなく二人の体系的な共著『拡張しつつある経済のための計
画一低開発諸国における蓄積，雇用，技術進歩一」（Vakil＆Brahma‐
nandal956）として結実した(6)。著者たちの並々ならぬ気迫が伝わってく
る作品である(7)。本書の見開きには，「ボンベイ大学経済学部（Bombay
SchoolofEconomics）に」という献辞がみられる。また「まえがき」で
は，「新しいアプローチ（TheNewApproach)」という言葉が散見され，
彼等の自信のほどがうかがわれる。「低開発諸国に適合的な一般理論」を
目指すというのが彼等の意気込みであった。ケインズ（JohnMKeynes）
の『雇用，利子および貨幣の一般理論』の向こうを張った表現であること
は言うまでもない。「インドの経済学者にとって，インドの諸問題を取り
扱う際に彼らが育てられてきた西欧の概念を忘れることは，容易ではない。
まして計画委員会にアドヴァイスするために招待された西欧の経済学者に
とって，このことはますますもって真実である。わずか３～４ケ月未満と
いう短期間インドに滞在しただけでは，インド経済状態のスピリットに触
れることはできないし，適切なアドヴァイスも提供できない。彼等のアド
ヴァイスは西欧の概念によって色づけされている」（pix）と言い放った
言葉は，士着資本家の拠点・集積地としての商工業都市ボンベイの雰囲気
(ボンベイ・ナショナリズム）を適切に表したものであった(8)。
1２ 
本書は全２部からなる。第１部は「批判」と題されたもので，第二次五
カ年計画を批判した部分である。第２部は「代替案」と題されたもので，
彼等の代替的な開発戦略の提案である。第１部は，第一次五カ年計画期の
経済パフォーマンスの検討（第１章）と第二次五カ年計画の批判的検討
(第２章～第８章）からなる。第２部は本書の中心となるパートで，資本
蓄積，技術進歩，雇用を主要問題に据えて「代替案」が縦横無尽に論じら
れている。第９章から第15章までの全８章からなる。最後に「低開発諸
国に対する現行の分析システムの適用に関する若干のノート」と題する付
録がある。この部分は学説史的なレヴューで，リカード，マルクス，マーシャ
ル，ケインズ４人の学説の途上国経済への適用可能性が検討されている。
第二次五カ年計画（以下では「計画」と表記する）に対する批判は多岐
にわたる。まず主要な批判点を紹介しておこう。
（１）計画の基礎となっているプランニングの技法は近代西欧経済学の
方法論によって支配されている。低開発諸国における失業の特性は先
進諸国のそれとは構造的に異なっているにもかかわらず，計画ではこ
の点が完全に無視されている。
（２）計画における諸達成目標は，「資本係数一定」と「投資率の大幅な
上昇」という２点を仮定して導きだされたものである。計画では明ら
かに資本集約的なプロジェクトを選好するバイアスがみられる。プロ
ジェクトの資本集約度の上昇は，自動的に資本係数の上昇を意味する。
しかし計画では投資支出構成の変化は投資の生産性に何らの影響をも
及ぼさないと仮定されており，この点に深刻な方法的な過ちがみられ
る。この点を考慮すると，計画終了期における国民所得の増加率は２
５％ではなく，せいぜい１２～15％である。
（３）計画では，非農業部門での800万人の新規雇用が達成目標として設
定されている。しかし実際には400～500万程度の雇用が創出される
だけであろう。計画における雇用目標は，雇用増加の結果生じる賃金
財に対する需要増加と賃金財の供給増加とのバランスが考慮されてい
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ない。賃金財供給の増加率は，可能な雇用増加率を決定する決定的な
要因（thecrucialfactor）である。
（４）計画では120億ルピーの赤字財政が必要であると推計されているが，
これは８０％の物価上昇をもたらすだけでなく，生活水準の低下，中
間層と固定所得グループおよび農民の困窮をもたらす。計画は価格一
定を前提して推計を行っており，ここに計画の弱点がある。巨額の赤
字財政と価格一定の前提とは両立しない。
（５）計画を支えている経済学の最大の悲劇は，所得と雇用との相関関係
に対する考察が欠如していることである。
（６）計画を支えているロジックは次のようなものである。（a)低開発諸国
にみられる大量の（偽装）失業と低生活水準の原因は，固定資本（す
なわち機械やプラント）の供給不足である。（b)自国経済の内部で固定
資本が大量に製造されるならば，労働者の平均生産性は上昇する。資
本財が建設されるまでの一定期間は，人々は耐え忍ばなければならな
い。に)ひるがえってこのことは，賃金財の生産拡大率の低下を意味す
る。豊富な労働があり，また小規模工業および家内工業における資本
産出高比率は低いので，消費財の生産と雇用はこうした産業を奨励す
ることによって拡大することができる。（d)労働豊富な経済では労働集
約的な生産方法が選好されるべきであり，したがって政府は小規模工
業と家内工業を奨励する差別的な方策を採用すべきである。（e）上記
のアプローチを支えているのは，資本形成と雇用拡大とが相互にまっ
たく関係していないという考えである。
第二次計画に対する彼等の批判の要点は，計画には内的な論理に破綻が
みられるという点にあった。計画における論理的な破綻の原因は，資本係
数一定および価格一定というケインジアン的成長モデルの盲目的な応用，
あるいはソ連の五カ年計画的な物量アプローチの無批判的な応用にあった
という批判である(9)。こうした批判は５０年代中葉当時としては画期的な
ものであり，先駆的なものであった00)。
1４ 
では彼等の提唱する「代替的な」開発戦略とは，いかなるものであった
のか。次にこの点をみてみよう。第２部第９章「低開発諸国における資本
蓄積：一般化されたアプローチ」は，彼等の経済発展モデルのコアが述べ
られた章である。
彼等によると低開発諸国が先進諸国と決定的に異なる点は，低開発諸国
では近代的経済組織と原始的経済組織が並存しており，また各地域・部門・
グループ間でのモビリティが制限されており，したがって価格メカニズム
が最適資源配分をもたらすようには機能しないことである。そこでは大き
な賃金水準の格差や大きな収益率の格差があっても，それらは長期的にみ
ても均衡に向かう傾向をもたず，未熟練労働を例外として大半の生産要素
はレントを得ることになる。したがって経済開発の主要な課題は二つの異
なった経済組織を統合させることだということになる。ところで経済組織
の統合度が低いという状態は，究極的には生産物の市販余剰の比率が低い
という事実の反映である。農産物の市販余剰の規模が非農家雇用の規模を
決定するためである。
また彼らは，低開発諸国のもう一つの特徴は失業の形態が先進諸国の場
合とは異なることであるとした。すなわち，低開発諸国における主要な失
業形態は「偽装失業（disguisedunemployment）である。それはあらゆ
る部門に普遍的にみられる現象であり，とりわけ農業部門ではきわめて顕
著である。緩慢な資本蓄積率という状況下で人口増加と技術進歩が生じる
と，偽装失業は継続的に増加する。また人口増加圧力が高まると，農家の
平均耕作規模が低下し，また様々な劣った組織形態を通じて，こうした人
口が吸収されることになる。低開発経済では労働と協働する設備や土地は
完全利用されているので，余剰労働力は劣ったタイプの生産組織によって
維持されることになる。したがって，偽装失業者の削減は農家で雇用され
ている単位当り労働の平均生産‘性を向上させることになる。労働の限界生
産物が実質賃金水準に等しくなるという最適組織形態状態が達成されるな
らば，膨大な数の労働者が（顕在）失業者となるであろうと論じた。以上
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表２偽装失業のインパクト
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のことを説明するために，彼らは表２を掲げた。
表２は，当初１００エーカーあった１つの農地が人口圧力の結果，徐々に
細分化される様子を示したものである。農業労働者一人当りの賃金は１単
位，また農家経営を担当する農民の所得もｌ単位と想定されている。彼ら
の所得はすべて消費されるものとすると，投資可能な余剰は総生産量から
農業労働者の賃金と農民の所得を差し引いた分になる。ただし，これらは
すべて穀物（食糧）であらわされている。また労働の効率は一定と想定さ
れている。さらに，偽装失業者および農民の消費は一人当り０．５単位と想
定されている。Ｔ]時点での貯蓄量は９９単位（＝200-1-100)，偽装失業
者はゼロである。
さてここで西時点と、時点とを比較してみよう。人口圧力がなかった
ならば，、時点での総生産量200単位は１０１人の総労働力で生産できた
はずである。しかし実際にはこの時点での人口数は160人である。すなわ
ち５９単位（＝160-101）の追加的な圧力（すなわち偽装失業者数）がか
かっていることになる。その結果幻時点での投資可能余剰（貯蓄量）は
99単位であったが，、時点では６９％まで減少してしまう（＝99-59×光)。
すなわち，農地に対する人口圧力を維持するためには，投資可能余剰の減
少が必要であるということになる。幻時点とＺ１時点との間での投資可能
余剰の減少分は２９％単位である（＝99-69％)。約２９人の労働者は投資
財生産部門で雇用されえたかもしれない。すなわち５９人の偽装失業者が
1６ 
投資可能余剰を食いつぶしていることになる。
ここで彼らは次のような問題を提起した。なぜ最適組織形態の下では
(すなわち幻時点のケース)，一定の顕在的失業者が生じるのであろうか
という問題である。投資財部門で支配的な賃金率の下ですべての偽装失業
者に対して雇用を提供するのに必要な賃金財の量よりも，利用可能な賃金
財余剰の量が少ないからであるというのが彼らの解答である。彼らはこの
ギャップを「賃金財ギャップ（wage-goodsgap)」と呼んだ。つまり最
適組織形態の下では，消費財部門は失業者を投資財部門で吸収するために
必要とされる十分な賃金財余剰を生産することができない，ということで
ある。投資財部門における雇用の増加率は賃金財余剰の増加規模によって
決定される，という主張である。
4．ヌルクセとの関係一影響とズレー
ヴァキルーブラマナンダの賃金財アプローチは，ヌルクセ（Nurkse
l953)，ルイス（Lewisl954)，ロゼンシュタイン＝ロダン（Rosensteim
Rodanl943）たちのアイデアから大きな影響を受けたものと言われてき
た（Bhagwati＆Chakravartyl969,ｐ９;Chakravartyl987,ｐ93;Desai
l998)。「偽装失業」という概念が，ヴァキルーブラマナンダの発展モデル
の中心に据えられているためである(､。とりわけヌルクセから影響を受け
た様子は，彼ら自身の叙述からもうかがわれる（Vakil＆Brahmananda
l956,ｐ398)。しかし「偽装失業」概念を分析の要に据えたということを
別にすると，ヴァキルーブラマナンダの分析も開発のヴィジョンもヌルク
セのそれとは大きく異なった，相当独自なものであった。
『低開発諸国における資本形成に関する諸問題」の中でヌルクセが「偽
装失業」と同時に強調した，「貧困の悪循環｣，「均整成長」開発戦略，「デ
モンストレーション効果｣，「輸出ペシミズム」論等のアイデアは,,彼らの
採り入れるところとはならなかった。のみならず，「偽装失業」の意味．
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解釈に関してもヌルクセとは異なっている。ヴァキルーブラマナンダは，
ヌルクセの議論を次のようにまとめている。「ヌルクセは偽装失業を（社
会にとって）潜在的な貯蓄の一形態とみなしている('2)。すなわち，偽装失
業者によって消費される財を一種の生存維持基金を形成しているものと考
えている。またヌルクセは低開発経済を古典派的システムとケインジアン
的システムとの中間形態にあるものと考えている('3)。彼は経済成長率の上
昇は次の条件があれば可能であるとしている。すなわち，賃金財の量と偽
装失業者が生産的職業に転換される過程で生じる漏れ（leakage）の量と
が等しくなるという条件である｣(M）（ｐ398)。
その上で，彼らとヌルクセとの相違を次の３点にわたって指摘している
(Vakil＆Brahmanandal956,ｐ398)。
（１）ヌルクセは「生産的労働者の実質賃金(zU)｣('5)と「偽装失業者によ
る賃金財の平均消費額(の」との相違を考慮していない。それに対し
ヴァキルーブラマナンダは，両者は異なるものであると考えている。
（２）ヌルクセは，過剰人口経済のほうが（それだけ，余剰労働力がある
ので)，発展にとって相対的に有利であるとしている。またヌルクセ
は，過剰人口経済では成長を刺激するにあたって農業生産性の向上は
必要ではないと論じている。したがってヌルクセにとって人口の減少
は潜在貯蓄の減少につながるので好ましくないということになる。こ
れに対して，ヴァキルーブラマナンダは人口の減少を成長率の向上を
もたらす条件とみなしている。
（３）ヴァキルーブラマナンダは，低開発世界の経済諸関係のシステムを
古典的システムとケインジアン的システムの中間にあるものとみなし
ていない。むしろ古典派システム以前のシステムと考えている。
ヌルクセのアイデアに対するコメントの中で，ヴァキルーブラマナンダ
がヌルクセの考えには見られないものとして強調した点は，「消費乗数
(consumptionmultiplier)」というユニークなアイデアである。消費乗
数とは，「生産的労働者の実質賃金(zU)と偽装失業者の消費額(α)との差
1８ 
額の逆数」と定義されるものである。彼らは「消費乗数」を以下のように
説明している（Vakil＆Brahmanandal956,pp262-263)。
「消費乗数」を説明するにあたって，まず次のような８点にのぼる仮定
をもうけている。(1)賃金財生産者の賃金財に対する限界消費'性向(”C）
はゼロである。(2)貨幣賃金率と実質賃金率の水準は変化しない。(3)価格水
準は変化しない。(4)賃金財部門に偽装失業者が存在する。偽装失業者によ
る賃金財の平均消費額(｡)は生産的労働者の実質賃金(〃)よりも低い。（５）
信用供給は完全に弾力的である。したがって利子率は変化しない。(6)公共
部門の活動規模の拡大は民間企業の活動に対してディスインセンティブ効
果をもたない。(7)財の移動と運送に関しては何らの困難もない。(8)人口の
規模は変化しない。
以上のような条件の下で，賃金財の生産量が1000単位増加したとする。
生産的労働者の実質賃金(〃)を１単位，偽装失業者の平均消費額(｡)を
1/2単位とする。ｚＵとαとの平均差額は１/2単位である。この差額をｇと
あらわす。政府によって１０００単位が投資部門に利用されるとする。当初
の支出が1000単位，また当初の雇用が1000人の労働者であるとすると，
最終的に得られる投資および雇用の総増加はいくらになるであろうか。当
初の１０００単位の生産は，1000人の偽装失業者を生産的労働者に転換する
ことになる。これはまた500単位の賃金財余剰を生むことになり，したがっ
て500人の偽装失業者が生産的労働者に転換する。すると500人の生産的
労働者は250単位の賃金財余剰を生み，したがって250人の偽装失業者が
生産的労働者に転換する，等々という流れが生み出されることになる。す
なわち最終的には，総投資の増加額は当初の投資額にzU/(ｚＵ－ｄ）あるい
は'/ｇを掛け合わせたものになる。実質賃金と偽装失業者の平均消費額と
の差額(9)が小さければ小さいほど，総投資額の増加分は大きくなる。雇
用も同じであって，総雇用増加量は当初の雇用増加に１/ｇを掛け合わせた
ものとなる。この’/ｇが「消費乗数」である(１６〕・
賃金財の利用可能量が増加すれば，当初の賃金財の供給増加に等しい雇
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用量以上の投資財部門への雇用増加がもたらされることになる。賃金財生
産者の限界自己消費性向(伽c）がプラスであるとすると，消費乗数は，
l/[g＋(ｄ×伽c)］となる。したがって，”ｃが小さければ小さいほど消
費乗数は大きくなる。
ヴァキルーブラマナンダの基本的なアイデアは，ヌルクセの「潜在貯蓄」
と同じである。偽装失業者は何も生産することなく消費しているのである
から，彼は誰か他人の貯蓄によって生活していることになる。もし偽装失
業者が職を見出すことになれば，彼の寄主（host）の隠れた貯蓄（すな
わち賃金財）の一部は，寄主の消費増加分(腕cp）を差し引いた分だけ，
取り戻すことができる。こうしたアイデアをあらわしたものが「消費乗数」
である。消費乗数は一種の投資乗数である。すなわち，一単位の投資が，
限界労働者が失業していた時に消費していた分を貯蓄にまわすことができ
るようになったために，より多くの投資をもたらすという概念である
(Senl96qp63)。
以上が「偽装失業」概念を主軸に据えて，ヴァキルーブラマナンダが描
き出した開発プロセスの基本構想である。賃金財（食糧）供給の増加によっ
てのみ雇用が生み出されるという考えであり，食糧ボトルネックを強調し
た議論である。ところで上記の紹介から明らかなように，ヴァキルーブラ
マナンダの理論的な問題関心の一つはケインジアン経済学の発展途上国へ
の適用可能性にあった。この問題関心は当時多くのインド・エコノミスト
の関心を惹きつけた－大問題であった（Raol952)。ヴァキルーブラマナ
ンダがヌルクセに接近したのも，まさしくケインジアン経済学がインドに
は妥当しないことを証明するための手段であった。しかし先に触れたよう
に，「偽装失業」概念を別にすると，ヴァキルーブラマナンダが描き出し
た開発のヴィジョンはヌルクセのそれとは大きく異なっている。ヌルクセ
が強調した「均整成長（balancedgrowth)」開発戦略，あるいはロゼン
シュタインーロダンが主張した「ビッグ・プッシュ」開発戦略との接点は
まったくない。ヌルクセあるいはロゼンシュタインーロダンの開発戦略の
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核心は「外部経済の内部化」という点にあったのであり，そのために彼ら
は社会主義型政府による市場への全面的な介入が必要であるとみなしてい
た（絵所1997,pp25-29)。ヴァキルーブラマナンダの開発ヴィジョンは，
こうしたアイデアとは相容れない。彼らの議論の中には輸出ペシミズム論
もないし，閉鎖的な経済システム（あるいは輸入代替工業化）に対するシ
ンパシーもない。むしろ彼らが心に描いていたのは，まず農業から始めよ
という古典的な発展経路であり，スターリン＝フェリドマン計画モデルに
対抗した「ブハーリンの新経済戦略に相当するもの」（Desail998）であっ
た。ありていに言えば，彼らの開発戦略は「まず繊維から始めよ（textile
first）というボンベイ資本の声を代弁するものであった。第二次五カ年計
画期にインドで採用された実際の戦略は，ボンベイ資本の声をかき消すも
のであった。重工業の発展を強調したマハラノピス・モデルと雇用重視の
観点からガンジー主義者が主張した伝統的な手織機部門（ハンドルーム・
セクター）の重視という組み合わせの中で，近代的な大工場制による繊維
産業（ミル・セクター）は網の目のような規制と統制の下に置かれ生産へ
のインセンティブを失っていかざるを得なかった（Ahluwalial997,pp
260-261)(１７)。
ヴァキル，ブラマナンダとヌルクセとの間にどの程度の交流があったの
かは不明である。しかし少なくとも彼らの間に親密な交流関係が成立して
いたことを示す材料はない('8)。しかしヌルクセには，ヴァキルーブラマナ
ンダの『拡張しつつある経済のための計画』の書評を兼ねたインド論「イ
ンドの開発計画についての考察」がある（Nurksel957)。チャクラヴァ
ルティは，「(ヌルクセの）このエッセーは３０年近く経過した時点でも読
む価値のあるものである」（Chakravartyl987,p93footnote8）と書き
記した。ヌルクセの側がヴァキルーブラマナンダの考えをどうみていたか，
ひいてはインドの開発計画をどう評価していたかを知ることのできる，絶
好のエッセーである。
ヌルクセのエッセーの大半は，ヴァキルーブラマナンダの議論の紹介で
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ある。したがってヴァキルーブラマナンダの議論の紹介部分は省くことに
して，ここでは注目されるコメント部分だけを抜粋しておこう。
（１）「余剰労働を吸収する方法は，それを資本建設に働かせること，す
なわち生産効率を高めるための周知の迂回的生産をとることである。
これがヴァキルとブラマナンダが，彼らの研究の中で主張したおもな
処方菱であった。インドの失業問題は，時として例外はあるが，ケイ
ンズ的なものではない。インドの失業の原因は有効需要の不足ではな
く，土地への人口圧力である。しかし対策は同じである。すなわち投
資の増大である」（ｐ227)。
（２）「遊休労働に関する問題は，それを非能率的な消費財の生産に利用
するのではなく，資本創出のために利用するという問題である」（p、
231)。ここで「消費財」として念頭に置かれているのは，ガンジー主
義者の主張する家内工業あるいは手工業のことである。
（３）「インドの文献では，しばしば重機械産業と公共的間接資本（イン
フラ）とは“基礎的な産業，，として同一範蠕に一括されている。…し
かしこの二組の産業間の基本的な区別がしばしば見逃されている。鋼
鉄および機械は外国から輸入できるが，電力，灌概，および国内交通
サービスは輸入できない」（ｐ233)。「遊休労働力を基本的な公共事
業に雇用するために，もっとなんとかできないのであろうか」（p、
235)。
（４）「残念なことに，ヴァキルーブラマナンダたちは農業における“市
場向けの余剰”と“投資可能な余剰，’とを明確に区別していない｡農
業部門での市場向けの余剰農産物は，明らかに非農業部門の雇用量を
決定する。（しかし）このような市場向けの余剰は投資部門における
雇用量とはなんら直接の関係をもたない」（ｐ237)。
（５）「ヴァキルーブラマナンダは偽装失業のことを，“適正な，'組織に対
する,，劣った“組織という表現で述べている。しかし農業労働力を資
本のための労働や工業での雇用目的のために解放するために必要な農
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業革命については，実際には取り組んでいない」（ｐ238)。
（６）「第二次五カ年計画はすぐれて立派で，強い印象を与える文書であ
る。議論の余地があるのは，ただその計画案の各部分におかれている
重点についてのみである｡」「骨の折れる人間労働が資本形成の初期段
階で避けられうるものであるということは，これまでいかなるところ
でも証明されていない。しかしどの国も同じ段階を通らなければなら
ないのであろうか。近道は不可能ではない」（ｐ240)。
これがヌルクセの見解である。ヴァキルーブラマナンダとは似て非なる
見解ではなかろうか。ヌルクセは第二次五カ年計画（マハラノビス･モデ
ル）にシンパシーを感じているように読める。また農村余剰労働力（偽装
失業）を吸収する雇用先としてヌルクセが想定しているのは，インフラ部
門全般である。ヴァキルーブラマナンダが想定した偽装失業者の雇用先
は，農業を補助するかぎりでの資本財産業あるいは重工業，具体的には灌
概および多目的プロジェクトであった。この微妙なニュアンスの違いは，
結局はマハラノビス型の開発戦略に対する評価の違いから生じたものであ
る。ヌルクセは社会主義システムに近い経済制度を念頭に置いて偽装失業
者の活用を理解していたのに対し，ヴァキルーブラマナンダの開発戦略は
社会主義型の経済制度を想定していない。両者の間に横たわる決定的なヴィ
ジョンの相違である09)。「本書で提案された代替案は，第二次五カ年計画
の規模があまりにも野心的でありすぎ，したがってそれらは放棄されるべ
きであるという提案ではない。まったくそうではない。生活水準は改善さ
れるべきであり，できるかぎり速やかに雇用の増加が達成されるべきであ
るという点において，二つのアプローチは共通の土台に立っている」
(Vakil＆Brahmanandal956,pxxviii)。しかし「(第二次）計画に含ま
れているアプローチとわれわれが描いた代替案は相互に排他的なものであ
る。一方が受け入れられるならば，他方は放棄されなければならない。目
標を別にすると，両者の間にまったく妥協の余地はない」（肋id.,pXXiX)｡
｢本書で示された議論，論証，計算が，どんなに有名であろうとも特定の
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思想家たちのとらわれたアイデアを単に満足させることにではなく，経済
の究極の福祉がより好ましい経済政策の目標となるであろうということを
期待する｡」「代替的アプローチは，インド経済の詳細な検討から生み出さ
れたものである。それは先進国の成長モデルの模倣ではない。またそれは
ソ連で遂行された開発手段からインスピレーションを得たものでもない」
(Ibid,ｐ・xxx)。ヴァキルーブラマナングのこうした必死の決意は，ヌル
クセが試みたような妥協的な解釈とは相容れない`性質のものである。
デサイは，マハラノビス（カルカッタ）とヴァキル（ボンベイ）の対抗
は，「計画か市場かではなく，雇用戦略か蓄積戦略か」であったと総括し
ている（Desail998)。しかしより正しくは，計画の性格に関する対抗で
あったと思われる。すなわちソ連型の中央集権的計画の導入か，それとも
民間企業（民族資本）の活動を補完するための計画か，の対抗であった(20)。
5．「消費乗数」をめぐる論争
ヴァキルーブラマナンダが主張した「消費乗数」をめぐって，『エコノ
ミック・ウイークリー（EconomicWeekly)』誌上でちょっとした論争
が起こった。付論として紹介しておきたい。論争は，「ボンベイ学派」対
｢カルカッタ学派」という形をとった。この論争は，どの論争にも多少は
つきものであるが，とにもかくにも多くのノイズが含まれている。双方が
かなり感I清的になっている様子がうかがわれるもので，議論のスジがとて
もわかりにくい。ここでは來雑物を取り除いて，「消費乗数」にかかわる
論争部分だけをとりあげる。最初に問題提起したのはＡＫ・ダスグプタで
ある（Dasguptal956a)(21)。
彼はまず，ヴァキルーブラマナンダの構想が基本的にはヌルクセと同一
であることを示した。すなわち，「偽装失業」は社会にとって「潜在貯蓄」
であるとした構想である。ダスグプタによるとこの構想自体はまちがって
いないが，ヴァキルーブラマナンダは低開発経済の成長阻害要因を＋分に
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理解していないために，彼等の説明の方法がまちがっていると批判した。
ダスグプタは，ヴァキルーブラマナンダが「偽装失業者の平均消費額」お
よび「投資財部門労働者の実質賃金」と名づけたものを，それぞれ「消費
単位（consumptionunit)」および「賃金単位（wageunit)」と呼び変
えた。そしてヴァキルーブラマナンダが提出した数字による説明を，自分
なりに説明しなおした。すなわち，
《消費単位が200ルピー，賃金単位が400ルピーであると想定する。偽
装失業者が計画部門（plannedsector）に移転し，それと同時に従来彼ら
が生存維持部門（subsistencesector）で消費していた財もまた計画部門
に移転すると仮定する。計画部門で１単位の雇用増加が生み出されると，
そのたびに２００ルピーの賃金財が追加的に市場に出回ることになる。した
がってもし（当初）４００ルピーの超過貯蓄が計画部門で利用可能であると
すると，いわゆる乗数効果が働いて（最終的には）１人ではなく２人の雇
用増加が生み出される》。
つぎに，彼は上のような説明を次のように考えなおした。すなわち，
《生存維持部門から１単位の労働が放出され，それと同時に２００ルピー
の財が放出される。このようにして放出された消費単位（200ルピー）は，
計画部門でのｌ単位の追加的労働者を雇用するには十分ではない（なぜな
ら計画部門労働者の実質賃金は400ルピーであるためである)。したがっ
て市場はどうにかして，貯蓄によって２００ルピーの賃金財を確保しなけれ
ばならない。ものごとをこのように見るならば，「消費財乗数」はまった
く奇妙なものであり架空の作り話である》と批判した。
ダスグプタの立場は，膨大な余剰労働をかかえた低開発経済における成
長の問題は「基本的には資本形成の問題」であるというものである。彼に
よると，資本形成に必要な投資財部門での雇用は賃金財の利用可衞触によっ
て制約されていることは事実だが，消費財一般とりわけ賃金財の生産はそ
れ自身資本ストックの関数である。したがって資本ストックの増加が労働
雇用の範囲を拡大するということになる。また過剰失業者がいる経済では，
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投資の加速化は必ずしも消費財部門の活動を削減することにはならない。
もし投資の増加と同時に消費財生産の増加が生じるならば，追加的労働者
の賃金は追加的な消費財の生産によって支払われることになる。投資増加
が消費増加をもたらすというケインジアンの世界にいることになる。ケイ
ンズ効果がインドのような低開発国でまったく欠如していると想定するこ
とは間違っていると論じた。
またダスグプタは，偽装失業者の流出はたしかに生存維持部門に賃金財
の「余剰」を残すことになるが，生存維持部門に残った人々がこうした余
剰を手放さない可能性があると指摘した。この可能性はどうすれば阻止で
きるのであろうか。さらに「賃金単位」と「消費単位」との間のギャップ
を埋め合わせるのに必要とされる貯蓄は，どのようにして創り出されるの
であろうか。この問題が最適成長を達成する上でもっとも深刻な障害であ
る，と論じた。その結果，計画委員会は「財政赤字と外国援助に依存せざ
るをえない」と考えたのである。第二次五カ年計画は理想的な計画ではな
いが，しかし現実的なセンスをもたないわけにはいかない，と結論した。
ダスグプタにつづいてアマルティア・センも「消費乗数」に疑問を呈し
た（Senl956a)。ヴァキルーブラマナンダの消費乗数は，（〃/z(ノーα）で
ある。前述したように，‘zU'は工業部門の実質賃金率，‘d'は偽装失業者の
平均消費額である。もし。＝１/2ｚｕであるとするならば消費乗数は２であ
るから，１０００ルピーの当初投資は最終的には２０００ルピーの賃金財を生む
ことになる。これが，ヴァキルーブラマナンダの説明である。こうした説
明は，新たに雇用された労働者は新たに得た賃金のすべてを支出し，彼ら
が以前に（偽装失業者であった時に）消費していた額はすべて貯蓄される
という仮定に立っている。センは，この仮定には現実性がないと批判した。
農村に残った親族は，工業部門に向けて立ち去った労働者の食い扶持を喜
んで食べてしまうと想定するほうが現実的であるという批判である。ある
農村の家族が５人で，総所得が１００ルピー，したがって－人当り所得が
２０ルピーであるとする。５人のうちの１人が都会に出ていき，そこで３０
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ルピーの賃金を得るとする。その結果，この家族の総所得は１３０ルピーに
なる。このことは，低所得グループにとって消費支出が３０ルピー増加す
ることを意味する。彼等の限界消費性向はほとんどｌである。つまり成長
の観点から見ると，（消費増加という観点からみた）労働コストは，ヴァ
キルーブラマナンダが想定したよう賃金率と偽装失業者の平均消費額との
差額にではなく，賃金率に等しくなると論じた。
センの主張は，工業労働者の以前の消費額に対して税金を課すという形
で政府が介入しないかぎり，消費乗数は働かないという点にあった。
ダスグプタ，センといったカルカッタ・サイドからの批判に対して，ボ
ンベイ・サイドからはデサイ（BCDesai)，ブラマナング(P・CBrahma‐
nanda)，スリニヴァサン（Ｍ､Srinivasan）が応報した。３名ともにヴァ
キルの弟子である。
ダスグプタ論文に対してデサイは，家族の誰かが都会の工業部門に立ち
去ったあとで，農村に残った人々が消費水準を引き上げる可能性はすでに
ヴァキルーブラマナンダが指摘していると応じた（Desail956)。
セン論文に対してブラマナンダは，限界消費性向（”c）がつねに１で
あると想定することはできないと応じた。豊作の時には，センが指摘した
ような困難に陥ることなく投資部門を拡張することができると論じた。ま
たいつでも生産が拡大するにつれ限界消費性向は減少する傾向がみられる
とした。
スリニヴァサンはダスグプタ，セン両論文に応酬|した(Senguptal956a)。
センの主張した可能性はヴァキルーブラマナンダの書物の中ですでに指摘
されているというコメントである。ダスグプタ主張に対しては，「経済発
展の初期段階で重要なことは賃金財ギャップあるいは消費財の市販余剰で
あり，これだけが資本ストックの増加を可能にする」と論じた。
ブラマナンダ，スリニヴァサンの批判に対してセン，ダスグプタ
(Dasguptal956b）両名とも再批判をおこなった。センの議論は次のよう
なものである（Senl956b)。
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センが主張したことは，限界消費'性向は１であり，また以前に消費され
ていた分を回収するためには政府による課税が必要だという点である。ヴァ
キルーブラマナンダが提出した消費乗数は(3)式のようなものであったが，
実際には（４）式のようなものであると批判した。
１/g＋(。×〃c）（３）
１/g＋(。×ｑ×”c）（４）
`q'は「課税によって指し引かれなかった以前の消費額の比率」である。
つまりヴァキルーブラマナンダが想定しているように`ｑ＝１，ではなく，
`岬ｃ＝l'であり，‘９＝ｌ/2'である。すなわち重要な点は，「農村地域か
らの集団移動とリンクした課税が，消費乗数が働くための前提条件である」
と論じた。そしてヴァキルーブラマナンダの議論の弱点は，消費乗数が働
く過程を「多かれ少なかれ自動的な過程（automaticprocess)」である
と想定していることであると批判した。
その後さらに，スリニヴァサン（Srinivasanl956b)，ブラマナンダ
(Brahmanandal956b)，セン（Senl956c）による応酬が続いたが，双
方ともに同様の主張を繰り返し述べただけでみるべき論点はなく，この論
争は終止符を打った。
消費乗数という目新しい概念の登場によって第二次五カ年計画をめぐる
議論は活気を帯びることになったが，結局この論争は偽装失業者が農村か
ら去ったあとに農村に残った家族がどの程度消費水準を引き上げるのかと
いう問題に尽きる。ヴァキルーブラマナンダの場合は，ヌルクセと同様に，
消費水準は切りあがらないと想定したことによって消費乗数効果が働くと
いう結論が得られた。これに対し，ダスグプタ＝センの場合はかつての偽
装失業者の消費分は農村に残った家族によってすべて消費されてしまうと
想定したために，消費乗数効果は働かないという結論が得られた。センは，
｢偽装失業は潜在的な貯蓄である」と論じたヌルクセの命題が妥当する具
体的な条件として，政府による課税が必要であると強調した。全体的にみ
てこの論争を振り返ってみると，ボンベイ学派は同じ主張を繰り返すだけ
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で目新しい論点を提出するに至らず，センの議論が圧倒的に光っているこ
とがわかる。しかし思想史の課題という観点からみるならば，ボンベイ学
派とカルカッタ学派との対立が究極的にはインド経済の作用と発展に対す
るヴィジョンの違いから生み出されたという点が，興味をそそる。ヴァキ
ルーブラマナンダが「消費乗数」という概念に込めたヴィジョンには，限
定的ではあるが「市場」に対する信頼感がうかがわれる。彼らが心に抱い
ていたのは，政府の大規模な介入に依存しない経済発展の道筋であったよ
うに思われる(22)。
《注》
（１）アンジャリアはヴァキルとならんで，国民会議派が１９３８年に設立した国
家計画委員会（NationalPlanningCommittee）のメンバーであった。当
時は２人ともボンベイ大学教授であった。『ルピーの将来（T/ｊｅＦｚＵ如形ｑ／
ＺﾉﾘeRz`Pee)』（1944年出版）と題するヴァキルとの共著がある。彼等の他に
学者で国家計画委員会に参加していたのは，デリー大学のガングーリー（B
NGanguli)，カルカッタの統計研究所教授のマハラノビス（P.Ｃ、
Mahalanobis）である（Rosenl985,ｐ､47)。アンジャリアは独立後にイン
ド準備銀行，ついで大蔵省の経済顧問になった。彼は，第三次五カ年計画時
にモラルジー・デサイ大蔵大臣の下での主席経済顧問であったが，大規模な
計画に反対したことが知られている（Rose､,1985,ｐｐ,106,114-115)。
（２）すでにこの点は彼らが1952年に出版した「不足経済のための計画」（Vakil
＆Brahmanandal952）の中で強調した点であった（ppl30-139)。この本
は第一次五カ年計画の詳細な検討を目指したものである。「本書の目的は，
その現実的なアプローチに関するかぎり[第一次五カ年]計画が基本的に手堅
いものであることを強調し，建設的な提案を目指してさまざまな問題点を指
摘した」（ｐ2）ものとあるように，彼らは第一次五カ年計画に対してはか
なりの共感をもっていた。
（３）ネルーーマハラノビス開発戦略では供給サイドの制約だけが考慮されて
おり，需要サイドが発展の制約になる可能性は当初から排除されていた
（Chakravartyl987,ｐｌｌ)。
（４）ソ連とインドにおける経済的バックグラウンドの相違として，彼らは次の
諸点を指摘している。（a)プランニングを開始するにあたって，ソ連の場合に
問題となったのは食糧の市販余剰不足だけであったが，インドの場合には市
販余剰の不足問題に加えて農業の低生産性問題がある。（b)計画遂行にあたつ
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てソ連が直面した技術問題は家畜やトラクターといった補足的な資本資産の
不足であったが，インドの場合には＋分な灌慨水供給を確保するという問題
がある。に)ソ連の絶対的な人口成長はインドの３分の１であった。(d)ソ連が
工業化に着手した時の国際環境は，資本設備の輸入を可能にするようなもの
ではなかった。インドの場合には，国際環境ははるかに良好である（Vakil
＆Brahmanandal995a)。
（５）ボンベイ・スクールは理論志向ではなく実証志向であり，強固な経験主義
を特徴としていた（Byresl998a,ｐ31)。その中にあって，ブラマナンダは
例外であった。
（６）後ほど紹介する本書に対する書評の中でヌルクセが「(本書第２部の）理
論的分析は厳密に定義されていない用語を使用していることのために，また
諸仮定を明示的に述べていないために，さらにフローとストックとの概念を
混同しているがために，ときとして明確さを欠くことがある」（Nurkse
l957）と論じたように，容易に理解しがたい面がある。また英語表現も，時
折理解困難である。例えば，“employmentininvestment，，とあるのは，
「投資財部門における雇用」の意味であるが，正直いってわかりづらい。
（７）本書に関してはウ・タン・ウエイによるバランスの良くとれた書評がある
（TunWail958)。ウ・タン・ウエイは，計画委員会の誤りは第二次五カ年
計画における成長目標の設定が「現実的でなかった」という点にあったのに，
ヴァキルーブラマナンダはそれを「論理の誤り」であると誤って断定してい
ると批判した。また彼によると，計画委員会のアプローチとヴァキルーブラ
マナンダのアプローチの基本的な相違は「経済発展を促進するために必要な
投資の額，そのタイミング，その種類」である。双方のアプローチにはそれ
ぞれ真実が含まれている－すなわちインフラ（資本財）なくして消費財も育
成できないし，資本財を拡張するためには賃金財（消費財）が不可欠である－
ので，その選択は「教条的に」とらえられるべきではないと論じている。
（８）ヴァキルは，独立後の「新しい民主主義」の担い手として都市「中間層」
（民間企業）の成長に期待していた（Vakil＆Brahmanandal952,ｐｌ;Vakil
l969)。
（９）プランニング・テクニックの発達という点からみると，第一次計画と第二
次計画との間には大きな飛躍と質的な発展がある。第一次計画では単純なハ
ロッドードーマー型の成長モデルが想定されているのに対し，第二次計画で
はマハラノビスーフェリドマンードーマー型の成長モデルが想定されている。
前者はケインジアン型のフロー分析であり，貯蓄率（貯蓄は必要投資に転換
されると前提されている）が成長率を決定するというモデルである。すなわ
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ち，限界貯蓄率が平均貯蓄率を超えて高まれば高まるほど，成長率も高まる
とするモデルである。これに対して後者では，「構造主義的な」モデルが採
用された。すなわち，ここでは投資の物的な面が強調され，したがって貯蓄
を投資に転換する可能性に対する一定の制約条件の下で投資率を向上させる
ためには資本財の国内供給が必要であるという命題が導きだされた。バグヮ
チーチャクラヴァルティによると，このケインジアン型のフロー分析から
「構造主義者」モデルへのシフトこそ，「インドでのプランニングに関する文
献と議論の発達において，最も劇的なエピソードであった」ということにな
る（Bhagwati＆Chakravartyl969,ｐ３)。ただし，いずれの成長モデルで
も，資本係数一定，価格一定という点は共通している。
(10）途上国においては，先進諸国とは異なって，ハロツドードーマーの成長モ
デルで前提されている資本係数一定という仮定は適用できないという批判は
ミントの定評あるテキストの中で明確に述べられるようになった（Myint
l965,pp90-101)。ミントの批判の方法は（その文脈は異なるが)，ヴァキ
ルーブラマナンダとまったく同一である。またマハラノビスの成長モデルで
の（要素）価格一定という前提に対する厳密な批判は，小宮（Komiya
l959）を参照されたい。
(11）ヌルクセは，偽装失業を「農業技術が変化しなくとも農業に従事している
人々の大部分を農業産出高を減少させずに除き去ることができるという意味」
（邦訳，ｐ､54)，すなわち「専門的用語でいえば，労働の限界生産力が広範
囲にわたってゼロ」（邦訳，ｐ､56）と定義した。アマルティア・センは，ヌ
ルクセによるこうした「偽装失業」の定義にあいまいな点があることを見事
に指摘した。センは，ヌルクセの定義には「労働の限界生産力」と「労働者
の限界生産力」とが混在していると批判した。「偽装失業者」は数えること
はできず，「通常，偽装失業は年一人当り労働時間が少ないという形態」を
とるのであり，したがって「農村余剰労働力」の減少（工業部門への移動）
によって農村に残った人々が以前と同じだけの収穫量を得るためには，彼ら
は以前よりも「より長く，より激しく」働かなければならない，と論じた
（Senl960,ppl2-16；絵所1997,ｐｐ､18-19)。
(12）「現状のままでは，土地の上の『非生産的」余剰労働者は，『生産的』労働
者によって扶養されている。生産的労働者は「実質上の」貯蓄を成し遂げて
いる。すなわち，彼らは消費する以上に生産する。だがその貯蓄は無駄にな
り不成功に終わる。すなわち，いなくともよい人々，つまり生産になんら寄
与しない人々の非生産的消費によって相殺される。もし生産的小農民が，役
に立たない扶養家族を資本計画の仕事へ送り，しかもなお扶養しつづけるな
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らば，その際には彼らの実質上の貯蓄は有効な貯蓄となろう。余剰農業人口
の非生産的消費は生産的消費となるであろう」（Nurksel953,邦訳Ｐ63)。
(13）「ここに，われわれは古典学派的接近とケインズ学派的接近の中間に位置
する消費・投資間の関係を手にする。通常の古典学派のモデルにあっては，
資本形成率の増加は消費の縮小を要求する。工業上の失業を伴うケインズ学
派の世界にあっては，消費も投資もともに拡大できる。現在われわれが直面
している場合では，消費・投資の双方を拡大することが不可能である点で，
ケインズ学派モデルとは異なっている。だが他方では，消費水準を切り下げ
ないで資本形成を増大することが可能なのである」（Nurksel953,邦訳，
ｐ､64)。
(14）「残留小農民または新投資労働者あるいはその双方の消費増加によって，
資本形成に利用できる生存基金の漏れが生じるかもしれない。これらの人々
がいままでよりも余計に食べることは，そのこと自体としては確かに結構な
ことである。しかしながら消費の増加は，偽装失業の状態に包含されている
潜在的貯蓄力の漏れとなる。さらに，農場から資本計画の立てられている場
所へ食糧を輸送する費用によっても漏れが生じる」（Nurksel953,邦訳，
ｐ､６６)。
(15）工業部門労働者の実質賃金のことである。
(16）記号であらわすと，次のようになる。
生産的労働者の実質賃金をzU，偽装失業者の平均消費額をαとすると，
。＝Ｍﾉ，ただし，１＞ス＞０。
〃とαとの差額を９１とすると，
ｇ＝ｚＵ－ｄ＝〃－Ｍノーz"(１－ｽ)，である。
したがって消費乗数は，ｚＵ/(z(ノー｡）＝zU/zU(１－ｽ）＝１/(１－ｽ）＝１/９，
となる。
(17）インドの繊維産業については，伊藤1988;Uchikawal998,を参照されたい。
(18）ヴァキルは1895年生まれ，ヌルクセは１９０７年エストニア生まれである
（Haberlerl962)。ヴァキルの主用著作についての紹介は，マダン（Madan
l981,pp231-237）を参照。マダンはヴァキルの主用著作として，次の７点
をあげている。（１）OzJγＦｊｓａｚＪＰｂＪｊＱｙ（1922),(2)Ｆｊ"α"cjaJ比ueJOP伽e"rけ
ＭＭＧ、肋｡ｊα,Z85D-m24（1924)，(3)ＥＣＯ"o〃ＣＯ"jJoo川冗Fede伽ＩＭｉａ
（1933),(4)Ｆｊ"α"Ce〃"｡eγＰｍｚﾉﾉ"ｃｊα/Ａ"わ"oｍｙ（1940),(5)ＥＣＯ"o伽CCC〃
se9"e"cesq/抗eHz伽ｊｏ〃（1948),(6)Ｐ/α""jlZg/bγ功Ｃｓ/zomzgUEco"o77zy
（1952),(7)ＰＪα""ﾉﾌﾞ29九γα〃ＥｊＵＰα"｡！）ZgEco"０?、ﾉ（1956)，である。マダンは
このうち，(2)Ｆｉ"α"ciQZDeMOPme"'q/Mode、肋dね,Ｚ品D-,24,が最重
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要な文献であると評価している。この本はヴァキルが1919～２１年にかけて
ＬＳＥでおこなった研究成果の一部である。
またヴァキルと最も深い親交・子弟関係があったブラマナンダの「ヴァキ
ル論」をみても，ヌルクセとの関係を示す材料は見当たらない。ブラマナン
ダは，欧米の経済学者の中でヴァキルと親交があった人物として，Irving
Fisher,，.ＨRobertson,HowardEIlis,ＣＷ,Guillbaud，SimonKuznets， 
WLeontief，WalterHoffman，GMyrdal，KGalbraith，JohnHicks， 
UrsulaHicks,AustinRobinson，の名をあげている（Brahmanandal997)。
(19）ヴァキルは，インドの経済生活を望ましい方向にもっていくためには，
「エコノミストとビジネスマンとの協力」が必要だという考えをいだいてい
た（Vakill969,ｐ､12)。彼は，ガンジー主義者の主張する「自給自足的な
農村」建設というアイデアには実行可能性がなく（Jbjd.，pl3)，ネルー主
義者の主張する「社会主義型社会の建設」というヴィジョンも近い将来実現
できる可能性はないと判断していた（肋ｊｄ.,pl7)。
(20）インド産業資本家たちが1944年に作成した有名な「ボンベイ・プラン」
（ThakurdasetaL1944）は，発展の初期段階では電力および資本財といっ
た「基礎産業（basicindustries)」の創出に力を注ぐべきであると論じてい
た。しかし同時に「基礎産業と並んで消費財産業の発展にも相当巨額の資本
を提供」すべきであると論じていた。ただし基礎産業の担い手が民間部門な
のか公共部門なのかという問題には触れていなかった。その後第二次五カ年
計画の策定にあたって，ボンベイ資本とネルーとのビジョンの相違は明らか
になった。インド資本家の声を代表するインド商工会議所連盟（FICCI）は，
「大規模な消費財産業」を推進する必要があり，「組織産業（民間企業を意味
する－引用者）を犠牲にして」消費財産業を村落工業に限定する計画にはっ
きりと反対の声をあげた（Nayarl997)。
(21）ＡＫ・ダスグプタの経歴については，バイヤーズを参照（Byresl998a,ｐｐ、
31-35,46-47)。
(22）ヴァキルの生誕100年を記念した書物のまえがきで，当時インド準備銀行
総裁であったランガラージャンは次のように書き記している。「大きく言っ
てヴァキル教授は直接的な政府統制よりも市場の力を好んでいた。…しかし
ヴァキル教授は市場資本主義の盲目的な信奉者ではなかった。彼は勝手気ま
まな資本主義がインドのような後進国を混乱に陥れることをよく知っていた。
…ヴァキル教授の経済思想は今日では『経済自由主義』－より大きな民間企
業の活動余地，財政安定，金融規律，貿易の自由化等一という言葉に要約さ
れるものに非常に良く似ていた。…（1950年代に出版された）ブラマナン
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ダ教授との共著『拡大する経済のためのプランニング』は，今から振り返っ
てみると，預言的なものとして映る」（Rangarajanl997)。
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